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報酬 改定事項
居宅介護支援事業所を取り巻く環境の変化を踏まえ、ケアマネジメントの質を確保しつつ、業務効率化を進め人材を
有効活用するため、居宅介護支援費について、以下の見直しが行われております。

（１）居宅介護支援費（Ⅰ）（ⅰ）の取扱件数 ⇒ 現行の「40未満」を「45未満」へ
居宅介護支援費（Ⅰ）（ⅱ）の取扱件数 ⇒ 現行の「40以上60未満」を「45以上60未満」へ

（２）居宅介護支援費（Ⅱ）の要件について・・・
ケアプランデータ連携システムを活用し、かつ、事務職員を配置している場合に改めるとともに、
居宅介護支援費（Ⅱ）（ⅰ）の取扱件数 ⇒ 現行の「45未満」を「50未満」へ
居宅介護支援費（Ⅱ）（ⅱ）の取扱件数 ⇒ 現行の「45以上60未満」から「50以上60未満」へ

（３）居宅介護支援費の算定に当たっての取扱件数の算出に当たり、指定介護予防支援の提供を受ける利用者数に
ついては、3分の1を乗じて件数に加えることとする。

ケアプランデータ連携システムについて

公益社団法人国民健康保険中央会が運用、管理を行うシステムで、居宅介護支援事業者と居宅サービス事業者等の使
用に係る電子計算機と接続された居宅サービス計画の情報の共有等のためのものです。
算定要件となっている「ケアプランデータ連携システムを活用し」という部分についてですが、
ケアプランデータ連携システムの利用申請を行い、ソフトをインストールしている場合に、要件を満たしたことにな
ります。
【国民健康保険中央会：ケアプランデータ連携システム導入に関するページ】
https://www.kokuho.or.jp/system/care/careplan/application.html

事務職員の配置について

事務職員の配置については、ケアマネジャーが行う一連の業務について、負担軽減、効率化に資する職員の配置が想
定されています。
事業所への配置だけでなく、同一法人内の配置でも認められ、勤務時間数については特段の定めもありません。
基本的には、業務の実情を踏まえ、適切な数の配置をしている場合に条件を満たすことになります。

https://www.kokuho.or.jp/system/care/careplan/application.html
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基準 改定事項
基本報酬における取扱件数との整合性を図る観点から、指定居宅介護支援事業所ごとに1以上の員数の常勤の
介護支援専門員を置くことが必要となる人員基準について、以下のとおり見直しが行われております。

（１）原則、要介護者の数に要支援者の数に3分の1を乗じた数を加えた数が44又は
その端数を増すごとに1とする。

（２）指定居宅介護支援事業者と指定居宅サービス事業者等との間において、
居宅サービス計画に係るデータを電子的に送受信するための公益社団法人国民健康保険中央会の
システムを活用し、かつ、事務職員を配置している場合においては、
要介護者の数に要支援者の数に3分の1を乗じた数を加えた数が49又はその端数を増すごとに1とする。

【以前の基準】
利用者の数が35又はその端数を増すごとに１とする。

【改定後の基準】
・ 利用者の数（指定介護予防支援を行う場合にあっては、当該事業所における指定居宅介護支援の

利用者の数に当該事業所における指定介護予防支援の利用者の数に３分の１を乗じた数を加えた数。）が
44又はその端数を増すごとに1とする。

・ 指定居宅介護支援事業所が、ケアプランデータ連携システムを利用し、かつ、事務職員を配置している
場合は、利用者の数が49又はその端数を増すごとに１とする。

令和６年度の報酬改定では、ＩＣＴ等の活用を厚生労働省が推奨していることがうかがえます。

しかし、いすみ市での利用率はかなり低い割合となっており、普及している、とは言えない状況です。

報酬改定の影響で、今後利用率は多少上がる可能性はあるかと思われますが、連携する双方の事業所でシステ

ムを導入している必要があることも、普及しない一つの要因となっているところです。
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約5000人減
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36,258,200
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約１２０万人増

, 2003,625,800人



36,258,200
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１事業所当たりの利用者数は９５.０人（要介護８０.８人 要支援１４.２人）

ケアマネジャーの一人当たり担当利用者数は３１.８人（要介護２６．９人、要支援４.９人）



２ ｜特定事業所加算の見直し➀ Page7

見直し概要 算定要件
居宅介護支援における特定事業所加算とは、中重度者や支援困難ケースへの積極的な対応や専門性の高い人材を確保して、質の高い

ケアマネジメントを実施している事業所を評価する加算です。

令和６年度の報酬改定では、居宅介護支援における特定事業所加算の算定要件について以下の赤字部分の見直しが行われました。
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見直し内容
【加算の基本的取扱方針】
加算の対象となる事業所は、公正中立性を確保し、サービス提供主体から実質的に独立した事業所であり、
常勤かつ専従の主任介護支援専門員及び介護支援専門員が配置され、どのような支援困難ケースでも適切に処理できる
体制が整備されている、いわばモデル的な居宅介護支援事業所であることが求められています。

【見直しの内容】
〇単位数 加算 改正前 改正後

（Ⅰ） 505 519

（Ⅱ） 407 421

（Ⅲ） 309 323

（Ａ） 100 114

報酬改定でそれぞれの単位数は上昇

加算の算定要件も一部改定

算定要件（１）（２）について

（主任)介護支援専門員の専任要件について、居宅介護支援事業者が介護予防支援の提供など 委託を受けて総合相談
支援事業を行う場合は、これらの事業との兼務が可能である旨を明確化。

算定要件（８）について

多様化・複雑化する課題に対応するための取組を促進する観点から、「ヤングケアラー、障害者、生活困窮者、難病
患者等、他制度に関する知識等に関する事例検討会、研修等に参加していること」を要件とするとともに、評価の充
実を行う。
厚生労働省の定めた具体的運用方針では、利用者に対するケアマネジメントを行う上で必要な知識・技術を習得する
研修であれば、差し支えないとしている。

算定要件（９）について

事業所における毎月の確認作業等の手間を軽減する観点から、運営基準減算に係る要件を削除。

算定要件（10）について

介護支援専門員が取り扱う一人当たりの利用者数について、居宅介護支援費の見直しを踏まえた対応を行う。
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ケアプラン点検

目的：利用者の自立支援に資するケアプランとなるよう、保険者と介護支援専門員が共に点検を行う。

縦覧点検・医療情報との突合

国保連から通知されたリストにより突合します。

【確認を求めるケースの例】
➢月を通して医療機関に入院しているにも関わらず、介護保険サービスの請求がある場合
➢医療保険の在宅時医学総合管理料又は施設入居時等医学総合管理料を算定する利用者で、

居宅療養管理指導費（Ⅰ）を算定している場合

令和６年度　年４回予定(１)実施回数
(２)実施件数 １回あたり約２０件

（３）点検対象例
（事例の中から選定します）

➢要介護認定情報と給付実績の突合を行い、抽出した内容に関するケアプラン

➢福祉用具購入・住宅改修を伴うケアプラン

➢生活援助中心の訪問介護サービスの回数が多いケアプラン

➢短期入所利用中の他サービスの給付のケアプラン

➢重度の寝たきり状態の方への福祉用具貸与に係るケアプラン

対象ケアプランの抽出・提出依頼 書面・ヒアリング点検 結果等の共有

（４）実施方法
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軽度者に対する例外給付に関する届出

例外給付において疾病その他の原因により貸与を必要とする判断をする場合

いすみ市へ「確認依頼申請書」の届出が必要です！

福祉用具貸与の原則

介護保険の福祉用具は、要介護者等の日常生活の便宜を図るための用具及び要介護者等の機能訓練

のための用具であって、利用者がその居宅において自立した日常生活を営むことができるよう助ける

ものについて、保険給付の対象としているところです。

要支援１・要支援２及び要介護１と認定された方（以下「軽度者」という。）は原則、車いす、特殊

寝台等の対象外種目（※）は利用できません。

福祉用具貸与の例外

軽度者であっても疾患等により医学的な所見を得たうえで例外的に貸与が認められる場合があります。

⇒「軽度者に対する例外給付」
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・医学的所見を踏まえたサービス担当者会議を行っていない場合

・疾病その他の原因により貸与が必要な理由が明確ではない場合

・特殊寝台において、一般寝台と混同している場合

・医学的所見、支援経過、サービス担当者会議の要点などの記録が残されていない場合

・要介護認定期間ごとに提出が必要です。
・暫定の場合においても、貸与する前に医学的所見の聴取・サービス担当者会議を行い、

必要性を協議してください。

車いすの貸与においても主治医から得た情報、サービス担当者会議で必要性を

協議した内容及び支援経過は必ず記録して保管してください。

【注意！】

例外給付として認められない例

その他注意点
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①利用者が１人暮らしにおいて家事を行うことが困難な場合
②利用者の家族等も含めて障がいや疾病の理由により家事を行うことが困難な場合
③利用者の家族等も含めてその他やむを得ない事情により家事が困難な場合

「その他やむを得ない事情」に該当しない事例
　・やったことがない（家事の経験がない）
　・家族に負担をかけたくない
　・利用者が家族のためにやっていた家事を、ヘルパーに代行してもらいたい
　
※　同居家族がいる場合とは、同一敷地内を含みます

厚生労働省が定める基準回数を超えた場合は、ケアプランの提出が必要です。

生活援助に関する届出について

訪問介護サービス（生活援助）が算定できるのは・・・

基準回数を超える生活援助について
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